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組合からのお知らせ

１．（財）報農会第１３回評議員会

・開催日時：平成２２年５月１７日（月）１３：３０～１４：３０

・場所：都内駒込（社）日本植物防疫協会３Ｆ会議室

・議事：

第１号議案：平成２１年度事業報告に関する件

第２号議案：平成２１年度収支決算報告に関する件

第３号議案：平成２２年度事業計画に関する件

第４号議案：平成２２年度収支予算に関する件

第５号議案：新制度に伴う定款変更の件

・報告事項：新制度に伴う最初の評議員の選任方法等について、新制度に伴う内部規程の

改訂について

・その他

・出席者：堀江参事

２．（社）緑の安全推進協会平成２２年度第１回運営委員会

・開催日時：平成２２年５月１８日（火）１５：００～１６：３０

・場所：（社）緑の安全推進協会 会議室

・議題：平成２２年度第１回理事会及び第１８回総会付議事項について

その他

・出席者：堀江参事

３．全農薬受発注システム利用メーカー協議会

・開催日時：平成２２年５月２０日

・場所：全農薬９Ｆ会議室

・議題：全農薬受発注システム利用メーカー協議会（４月開催）の議事録の内容確認

WEB レスポンス改善への対応策について

その他

・出席者（メーカー）：

シンジェンタジャパン㈱、住友化学㈱、日産化学工業㈱、日本農薬㈱、明治製菓㈱

バイエルクロップサイエンス㈱、丸和バイオケミカル㈱、石原バイオサイエンス㈱、㈱電

算システム、全農薬 堀江参事

４．（社）緑の安全推進協会平成２２年度第１回理事会、第１８回通常総会

・開催日時：平成２２年５月２４日（月）１３：３０～１５：００

・場所：日本橋倶楽部２F 会議室

・議事：
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第１号議案：平成２１年度事業報告及び収支決算に関する件

第２号議案：役員の選任に関する件

第３号議案：その他に関する件

会員の入会及び退会について

各委員会委員の交替及び選任について

その他

・出席者：松木理事長、宮坂技術顧問、堀江参事

５．（財）残留農薬研究所第８８回理事会

・開催日時：平成２２年５月２５日（火）１１：００～１３：００

・場所：法曹会館２階 高砂の間

・議事：

平成２１年度事業報告及び収支決算に関する件

評議員の選任に関する件

その他

・出席者：松木理事長、羽隅理事相談役

６．（社）日本植物防疫協会第８７回理事会、第６７回通常総会

・開催日時：平成２２年５月２６日（水）第８７回理事会 １３：３０～

第６７回通常総会１４：３０～

・場所：ホテルラングウッド 理事会「孔雀」 通常総会「鳳凰」

・議事：

（総会付議事項）

第１号議案：平成２１年度事業報告及び収支決算報告に関する件

第２号議案：平成２２年度事業計画及び収支予算案に関する件

第３号議案：平成２２年度借入金の借入最高限度額に関する件

第４号議案：会費及び会費徴収方法に関する件

第５号議案：役員改選に関する件

第６号議案：役員報酬に関する件

（その他協議・報告事項）

・出席者：松木理事長、宮坂技術顧問、堀江参事

67 回通常総会では、平成 21 年度事業報告・収支決算報告、平成 22 年度事業計画・収

支予算案、役員改選などが満場一致で承認された。

22年度事業計画としては、①昨年同様 9月と来年 1月に恒例のシンポジウムを開催 ②

水稲用微粒剤Ｆの散布器具の検討と散布マニュアルを作成し（社）日本植物防疫協会のホ

ームページで公表 ③環境中の農薬の挙動に関する各種調査の実施 ④GLP 制度に対応し
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た作物残留試験実施体制の充実と技術研修の開催 ⑤新公益法人移行への対応 ⑥小平の

旧残研跡地処分と駒込の事務所施設移転の検討等を挙げている。

役員改選は理事長に岩本毅氏、常務理事に森田健二氏が再任された。なお、岩本理事長

本人から非常任、無報酬、任期中に重要課題が解決した場合は退任するとの意思表明があ

り、理事会で了承された。

（社）日本植物防疫協会岩本理事長挨拶要旨

（社）日本植物防疫協会を取り巻く様々な事

業環境は、この数年間年々厳しさを増してきて

いる。このような状況の下、平成 21 年度事業

は、全国の植物防疫機関と農薬企業など多方面

からの組織的な支援と強力を得て、当初計画を

達成することが出来た。感謝申し上げる。

平成 22 年度事業については、国内生産力の

増強と不可分の関係にある植物防疫事業の円

滑な推進に欠くことの出来ない病害虫防除技

術の開発、農薬適正使用の根幹となる基礎技術の調査研究などに幅広く取組む、当協会組

織の存立基盤をさらに強固なものとしていく必要があると考えている。

植物防疫関係機関との強調・連携による各般の事業を推進するとともに、国等からの委

託事業を活用し、農薬の飛散対策技術の確立・普及や、環境中の農薬挙動と作物残留など

の諸調査に取り組むこととしている。

また、優れた特性を持つ新規農薬の開発促進に寄与するため、作物残留試験に対する GLP

制度の本格的導入に対応した実施体制の確立に向けて、前年に引き続き取組を強化すると

ともに、病害虫防除指導の第一線でも活用される試験データの集積を目指した新農薬実用

化試験の更なる充実を図ることとしている。これら試験の実施に当たっては、都道府県試

験研究機関・植物防疫協会との連携を密にして推進することとしており、関係機関のご支

援とご協力をお願いする。 更に、公益社団法人への移行認定申請作業を急ぎ、来年 5 月

総会には具体案を諮ることとしている。公益社団法人への移行に際しては、当協会の保有

する資産の有効活用が求められることから、小平市の土地・施設の処分と老朽化し狭隘と

なっている駒込事務局施設の近隣への移転について具体的な検討を行う。

生産の安定・増強と環境保全の両立という課題に挑戦してきた農薬を基幹とする植物防

疫対策は、より効率的かつ環境負荷の少ない病害虫防除体系の確率と導入に更なる努力が

必要である。 当協会としても、国、県、関係団体・企業など関係機関との連携を更に強

固なものにして、多くの植物防疫関係者の期待に応えつつ、農業生産の安定に更に貢献で

きるよう、農薬を基幹とする実用化技術の開発を始め、諸事業を積極的に展開していく所

存である。
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来賓挨拶：福盛田植物防疫課長挨拶要旨

●はじめに

平成２２年度第６７回通常総会閉会に先立ち、一言ご挨拶申し上げます。

ご臨席の皆様方におかれては、日頃より、植物防疫事業の推進、とりわけ、農薬の試験受

託事業、農薬飛散低減等の調査研究及び農薬の適正使用の啓発に御尽力いただいており、

厚く御礼申し上げます。

私からは、最近の情勢等５点について説明申し

上げ、挨拶とさせていただきます。

●食料・農業・農村基本計画について

まず、１点目として、３月３０日、政府は新

たな「食料・農業・農村基本計画」を閣議決定

しました。向こう５年間に取り組む施策が盛り

込まれています。

その中で大きな柱となっているのが食料自給

率向上です。その目標達成のためには、国産農産物の安定供給が不可欠であり、担い手や

農地の確保とともに、農薬をはじめとする防除資材の確保や、病害虫防除をはじめとする

技術の向上が重要と考えます。

また、新基本計画には、当課が推進している総合的病害虫・雑草管理、いわゆるＩＰＭが、

資材の効率的利用を促進する対策として盛り込まれており、農業経営の側面からも注目さ

れているところです。このため、貴協会においても、農薬等の資材、防除機器等の開発に

関する調査研究やシンポジウムの開催等において、技術向上への支援やＩＰＭ推進に御協

力いただきたいと考えています。

●ドリフト対策における日本植物防疫協会の取組について

２点目として、国産農産物の安定供給には、病害虫・雑草防除が重要な役割を果たして

おり、その中心資材は農薬であります。

一方、農薬の使用については、国民・消費者からは、安全性、環境負荷低減の面から高い

関心が寄せられているところであり、安全且つ適切な使用が求められています。

貴協会では、これら国民・消費者の要求に応えるべく、高い技術力による試験結果に基づ

き、農薬の安全かつ適切な使用に関する知見を提供されてきました。

その一例として、本年３月には、「地上防除ドリフト対策マニュアル」（平成 17 年 12 月）

の全面改訂版として、「農薬飛散対策技術マニュアル」を取りまとめ、生産指導者、生産者

への適切な資料の提供をいただいたところであり、各都道府県から好評を得ています。

●発生予察事業の見直し等について

３点目として、発生予察事業の対象病害虫の見直しや調査方法

の策定などを委託事業により今年度から行う予定です。近年問題が顕著化した病害虫や、

気温上昇に伴った病害虫の発生状況の変化が見られるところであり、これに的確に対応し、
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効率的・効果的な防除を可能とするため、今後５年間をかけて発生予察手法等の検討を行

う予定です。今後の検討状況についても、機会を通じて情報提供して参りたいと思います。

●公益法人事業仕分けについて

４点目として、御存知の方も多いかと思いますが、昨日まで、事業仕分け第２弾後半と

して、行政刷新会議による公益法人事業仕分けが、70 法人の 82 事業を対象に行われまし

た。対象となった事業については、その公益性・効率性等が国民公開の下で議論され、中

には、廃止・縮小等の厳しい裁定が下されたものもありました。

貴協会の事業は仕分けヒアリングの対象とはなりませんでしたが、現在の状況では、いわ

ゆる公益法人に対しては、以前にも増して国民の強い関心が寄せられております。貴協会

におかれては、このような情勢であることを考慮しつつ、公益事業の推進に御尽力いただ

きますようお願い申し上げます。

●公益認定の状況について

５点目として、公益認定の状況についてです。

内閣府の公益認定等委員会事務局の情報によると、本年３月末現在で、国所管の特例民報

法人 6,625 のうち、全体の 4.9％に当たる 329 法人が公益法人への移行認定申請・一般

法人への移行認可申請を行っています。

また、速報値ですが、５月５日までに公益認定申請が行われた 231 件中、公益認定された

のは 108 件です。

農林水産省所管法人については、全 414 法人中、４法人が新制度に移行（公益３、一般

１）したほか、３法人が申請中（公益移行認定申請２、一般移行認可申請１）であり、少

しずつ新制度に対応してきているところです。

これまでのところ、公益認定申請から認定までに平均 190 日程度要している様子です。昨

年９月以降は審査の迅速化の取り組みが進められ、120 日程度と迅速に処理されているよ

うではありますが、申請を出すまでに規程の整備等も必要となります。

このため、貴協会におかれては、情報収集に努め、準備を進めていただければと考えます。

植物防疫課としても、情報提供等の支援を行ってまいります。

●おわりに

最後になりますが、皆様方に置かれましては、今後も、試験・研究成果等の普及を通じ

て農業の生産性の向上、消費者の理解の向上等に寄与され、これまでにも増して、農業者・

消費者の期待に応えて頂きますことをお願い申し上げまして、私の挨拶とさせていただき

ます。

７．（社）農林水産航空協会第１４５回理事会

・開催日時：平成２２年５月２７日（木）１４：００～

・場所：（財）都道府県会館 会議室４０８号室

・議案：
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第１号議案：平成２１年度事業報告承認に関する件

第２号議案：平成２１年度収支決算承認に関する件

第３号議案：役員の交替に関する件

第４号議案：平成２２年度予算の組替に関する件

・出席者：松木理事長、堀江参事

８．消費者を交えた農薬シンポジウムの開催

「農薬と環境について考える講習会」～知ろう、学ぼう、農薬の環境への影響～

・開催日時：平成２２年６月３日（木）１３：３０～１６：００

・会場：あわぎんホール（徳島県郷土文化会館）４Ｆ大会議室

・主催：徳島県、徳島県農産物安全安心推進協議会、徳島県農薬安全推進協議会

・共催：（社）徳島県植物防疫協会、農薬工業会

・講演：「農薬の役割と環境への影響」

・講師：千葉大学名誉教授 東京農業大学 客員教授 本山 直樹氏

・出席者：田中理事（安全協会長）、松村理事、徳島県組合員、徳島県安全協幹事、

事務局（宮坂技術顧問）

・参加者：250 名

●会場からは、食料自給率が４０％の我が国にあって、我々の食生活は海外からの輸入農

産物に頼っており、はたして国産農産物に比べ安全性はどのように確保されているのか？

消費者に農薬の安全性をどのようにアピールしたら農薬に対する公平な評価がなされるか

方法を教えて欲しい。等の質問が出された。

また、田中安全協会長から徳島県では、このようなシンポジウムが２年に１回開催される

ので次回も宜しく。との挨拶があった。

９．「食の安全シンポジウムＩＮおおさか」

・開催日時：平成２２年６月４日（金）１３：３０～１６：４５

・会場：大阪府社会福祉会館５０１ホール

・主催：全国農薬安全指導者協議会

・協賛：（社）大阪府植物防疫協会、大阪府農薬卸商業組合、農薬工業会
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・後援：大阪府

・内容：

第一部：講演「農薬とは何？」

講師 千葉大学名誉教授 東京農業大学 客員教授 本山 直樹氏

第二部：パネルデイスカッション「食の安全を意識した農産物生産について」

コーデイネーター：大阪府環境農林水産総合研究所 田中 寛氏

パネリスト：千葉大学名誉教授 東京農業大学 客員教授 本山 直樹氏、ＮＰＯ法人コ

ンシューマーズ京都 理事 あざみ 祥子氏、有限会社しものファーム 会長 霜野 繁

治氏、大阪府病害虫防除所 那須 義次氏

・出席者：田中理事（安全協会長）、上田理事（安全協副会長）、宇野理事、橋爪理事

近畿地区組合員、近畿地区安全協幹事、事務局（宮坂技術顧問）

参加者：180 名

開会に当たり挨拶する田中安全協会長 シンポジウムの参加者の皆さん

●食品汚染の不信な歴史がずっとあり、消費者に対し、「農薬は安全ですよ」と言われても

なかなか納得は出来ないし、不信をぬぐい去ることはおいそれとは出来ない。また、食品

添加物には表示の義務があるが農薬にはそれがなく目に見えないため不安である。このた

め、消費者の農薬に対する不信をぬぐい去るのには真の「リスクコミニュケーション」が

是非とも必要。そのためにも、このようなシンポジウムをもっとやって欲しいとの意見が

あった。

会場が小さいためか、立ち見が出るほど盛会であった。（m）

１０．農薬工業会「農薬ゼミ」共催団体打合せ会議

・開催日時：平成２２年６月１５日（火）１１：００～１２：３０

・場所：農薬工業会 会議室

・議事：「農薬ゼミ」の実施報告について、「農薬ゼミ」の開催計画について、その他（当

会の広報関連活動について）

出席者：堀江参事
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１１．株式会社高岡屋 創立４０周年記念式典及び記念パーテイ

・日時：平成２２年６月９日（水）１０：４５～

・場所：大津港 琵琶湖汽船 ビアンカ

・出席者：松木理事長

ビアンカ号：1990年1月16日進水。1216.0

総トン、全長 66.0m、幅 12.0m、出力 1,100

馬力、最高速力 10.78 ノット。旅客定員 600

名、宿泊船室 21 室。日立造船神奈川工場、杢

兵衛造船所建造。船名はイタリア語で『白』を

意味する。アルミ製の船体の琵琶湖最大の船舶。

組合員の異動等について

１．組合員の支店、営業所統合

・組合員名：ヒノマル㈱福岡支店

・内容：ヒノマル㈱「福岡支店肥料・植薬課」が２０１０年４月１日付けで「筑後営業所

アグリビジネス課」と統合し、ヒノマル㈱筑後営業所アグリビジネス課となる。

・営業開始日：２０１０年５月６日（木）

・住所：〒８３４－８６９１ 福岡県八女市大字室岡１２８８－３

ＴＥＬ：０９４３－２３－４１０３、ＦＡＸ：０９４３－２３－４１９５

２．都道府県農薬卸売業者団体役員変更

・団体名：福岡県農薬卸売協同組合

・理事長：松木三男（グリーンテック株式会社）⇒田中秀一郎（ヒノマル株式会社）

・事務局：〒８３４－８６９１ 福岡県八女市大字室岡１２８８－３

ヒノマル株式会社 筑後営業所 アグリビジネス課

ＴＥＬ：０９４３－２３－４１０３、ＦＡＸ：０９４３－２３－４１９５

３．組合員代表者変更

・組合員名：西日本日紅株式会社

・平成 22 年 4 月 15 日付け

代表者（代表取締役社長）旧：福田房一 氏 → 新：多賀正泰 氏

４．支部長変更

【熊本県】

・旧：坂元辰二 氏（グリーンテック株式会社熊本営業所）→ 新：岡部鉄哉 氏（グリ

ーンテック株式会社八代営業所）

・平成 22 年 5 月 13 日付け。



9

５．農薬対策室人事

5 月 24 日付け農水人事で、これまで大変お世話になった、農薬対策室企画班の堀部敦子

課長補佐が大臣官房政策課企画官に異動になりました。後任は農林水産技術会議事務局総

務課課長補佐（総括班担当）石岡知洋（ともひろ）さんです。

農薬対策室企画班課長補佐

◎ 旧：堀部敦子 → 新：石岡知洋 （5 月 24 日付け人事）

░░░░░░░░░░░░░░░░░主 な 行 事 予 定 ░░░░░░░░░░░░░░░░░░░

【全国農薬協同組合】

平成 22 年 7 月 8 日（木） 安全協主催「農薬シンポジウム」（金沢）

7 月 13 日（火） 第 36 回安全協常任幹事会（東京ガーデンパレス）

9 月 16 日（木） 第 249 回理事会

9 月末～10 月上旬 第 73 回「植物防疫研修会」（日植防牛久研究所）

10 月 26 日（火） 全農薬監査

11 月 16 日（火） 第 250 回理事会

11 月 17 日（水） 第 25１回理事会

第 45 回総会・第 33 回安全協全国集会

（於：千代田区平河町「海運クラブ」）

12 月 9 日（木） 第 252 回理事会

〔全国農薬業厚生年金基金〕

平成 22 年７月 29 日(木) 理事会

8 月 24 日（火） 資産運用委員会及び財政検討委員会

9 月 代議委員会及び理事会

※日程未記入カ所については開催日について「未決定」。
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全農薬の会議・シンポジウム等のスケジュール

● 第３６回常任幹事会及び賛助会員との打合せ会

・日時：平成２２年７月１３日（火）１１：００～１７：００

「第３６回安全協常任幹事会」

・場所：東京ガーデンパレス３階「桂」

・議題：平成２２年度事業実施状況、事業費収支実績、中間報告について、平成２３年度

事業計画、収支予算（案）について、その他

「賛助会員との打ち合わせ会及び講演会」

・場所：東京ガーデンパレス２階「高千穂Ａ」

・議題：

平成２２年度事業実施状況、事業費収支実績、中間報告について、平成２３年度事業計画、

収支予算（案）について、その他

・講演：「農薬を巡る最近の情勢について」１６:００から 17:00

・講師：農林水産省消費安全局農産安全管理課農薬対策室課長補佐（農薬企画班担当）

石岡 知洋 氏

※ 会場は昨年と異なりますのでお間違えのないようにお願いします。

（会場案内図）

ＪＲお茶の水駅（聖橋口）から徒歩５分です。
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● 消費者を交えた農薬シンポジウム「みんなで農薬いどばた会議ＩＮ金沢」

農薬に不安をお持ちのお母さんがたも無料の託児所を用意しております。多数の皆さま

のお越しをお待ちしています。

・
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農水省等行政からのお知らせ

１．D-D 剤の劇物指定について（5 月 11 日）
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２．「平成 21 年度食料・農業・農村白書」について（平成 22 年 6 月 11 日）

◆◆◆ ～食料・農業・農村白書を読もう～◆◆◆

６月 11 日に閣議決定され、国会に提出された平成 21 年度食料・農業・農村白書につい

てご存じの方もおられると思いますが、政府は、食料・農業・農村基本法に基づき、食料、

農業及び農村の動向、食料、農業及び農村に関して講じた施策、動向を考慮して講じよう

とする施策を、毎年作成し国会に提出しています。

今年の白書は、我が国の農業・農村をめぐる厳しい状況を打開し、「食」と「地域」の早



18

急な再生を図るために進めている施策を分かりやすく記述しております。

特集の「新たな農政への大転換」では、食料・農業・農村基本法制定以降、食料・農業・

農村分野においてこれまで講じられてきた施策や動向を紹介するとともに、３月に策定さ

れた新たな食料・農業・農村基本計画の主な内容等について記述しています。トピックス

では、今年度に戸別所得補償モデル対策が導入されたことも紹介しています。

また、食料・農業・農村の動向や施策等については、第１章「食料自給率の向上と食料

安全保障の確立に向けて」、第２章「健全な食生活と食の安全・消費者の信頼の確保に向け

て」、第３章「農業の持続的発展に向けて」、第４章「農村地域の活性化に向けて」として、

最新の情報を用いて紹介しています。

特に、第３章では、国内農業生産、農業生産を支える農業経営体・人材・農地、農業所

得の増大に向けた取組等に焦点を当て、その動向や課題等について記述しています。農業

所得全体が過去 20 年で半減するなど、農業の収益性が大きく低下し、担い手不在の水田集

落が多く存在するとともに、10 年後には農業者の減少・高齢化がさらに進行することが見

込まれます。こうしたなかで、今後、多様な農業者の確保や、特に若者を中心とした新規

就農を進めること等が必要であること、また、農地の有効利用・確保等の取組を進めてい

く必要があること等について記述しています。

さらに、今回は、事例やコラムを多用するとともに、「ですます」調に表現を改め、年号

については和暦と西暦を併記する等の工夫もしているところです。ページの都合上、十分

ご紹介ができませんが、皆さんにおかれましても食料・農業・農村白書を一度手にとって、

改めて状況や課題を認識し、いろいろな活動に活かしていただきたいと思います。白書は、

農林水産省のホームページの以下のアドレスからダウンロードできます。

http://www.maff.go.jp/j/wpaper/w_maff/h21/zenbun.html

なお、概要版もあります。

http://www.maff.go.jp/j/wpaper/w_maff/h21/pdf/g_all.pdf

以上

３．平成 22 年度病害虫発生予報第３号の発表について

農林水産省植物防疫課は病害虫発生予報第 3 号を発表した。これによると、果樹のカメ

ムシ類の発生が例年より多いとしている。特に発生が多い地域は、東海及び中国の一部地

域となっている。また、やや多い地域は北関東、九州地域となっており、植物防疫課防除

班では、都道府県の発生予察情報に注意して適切な防除を行うよう呼びかけている。
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４．公園・街路樹等病害虫・雑草管理マニュアル（平成 22 年 5 月）

（～農薬飛散によるリスク軽減に向けて～）

環境省では、公園や街路樹等における農薬の飛散による健康被害を防止するため、「公

園・街路樹等病害虫・雑草管理マニュアル」（以下、「管理マニュアル」という。）を作成し

ました。この管理マニュアルは、平成 20 年５月に公表した暫定マニュアル（下記参考を参

照）に基づいて作成したものであり、総合的病害虫・雑草管理（ＩＰＭ）の考え方を基本

とし、地方自治体等がそれぞれの環境等に適した管理体系を確立していく上での参考情報

を提供するものです。公園、街路樹等の病害虫管理において、幅広くご活用くださいます

ようお願いいたします。

また、この管理マニュアルは、地方自治

体における公園・街路樹等の病害虫管理の

みならず、公共施設内の植物や一般の緑地

等の管理にも有効と考えており、全ての関

係する方にも活用されることが期待されま

す。

なお、この管理マニュアルの複製及び配

布には許可等を要しませんが、掲載してい

る害虫の写真についてはこのマニュアルの

ためにご提供頂いたものですので、他の用

途のために写真のみを複製し、転用するこ

とはご遠慮ください。

なお、以下のアドレスから入手出来ます。

http://www.env.go.jp/water/dojo/noyaku/hisan_risk/manual1_kanri.html
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◎ 平成 22 農薬年度農薬工業会出荷実績（平成 22 年 1 月、2 月、3 月）
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＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊ 全農薬ひろば ＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊＊

オオマツヨイグサ（学名：Oenothera erythrosepala、英名：Evening-primrose）

オオマツヨイグサは北米原産の帰化植物。秋に芽生えてロゼットで越冬し、初夏に花茎

を伸ばして美しい花を咲かせる。夕暮れから花を開き始め、朝にはしぼみ始める。花の直

径は８ｃｍほどもあり、中心部には蜜をたたえて蛾の来訪を期待している。今回の写真は、

当組合の堀江参事が自宅の庭で実生から育てたもので、是非、自慢したいのでどうしても

載せて欲しいとの要請に応えたものである。

◇うんちく：科名：赤花科◇属名：

マツヨイグサ属(Oenothera) 学

名の語源はギリシャ語で oinos は酒

を意味し、ther は野獣を意味する。

根にワインのような香気があり野獣

が好むためこのような名前になった

とも言われている。マツヨイグサ属

には黄色以外の白、紫、ピンク、赤

といった花を咲かせる種もある。標

準和名では、黄花を咲かせる系統は

マツヨイグサ（待宵草）、白花を咲か

せる系統はツキミソウ（月見草）と呼び、赤花を咲かせる系統はユウゲショウ（夕化粧）

などと呼んで区別しているが、一般にはあまり浸透しておらず黄花系統種もよくツキミソ

ウと呼ばれる。しかし黄花以外の系統がマツヨイグサの名で呼ばれることはまずない。な

お黄花以外の種は園芸植物として栽培されているものが多い。開花時間帯についても、ヒ

ルザキツキミソウなどはその名のとおり昼間に咲く。英語では夜咲き種は evening

primerose、昼咲き種を sundrops と呼び区別している。基本的に虫媒花だが開放花なが

ら自家受粉を行う種や、閉鎖花を咲かせる種など様々である。種としてのマツヨイグサ O.

stricta も花色は黄色で径は約 3cm 程度である。黄花系統種のうち、マツヨイグサ O.

stricta やコマツヨイグサは花が萎むと赤く変色するが、オオマツヨイグサやメマツヨイグ

サはそれほど赤くはならないので、こういった点でも種を区別できる。

竹久夢二の宵待草より 「 まてどくらせど こぬひとを宵待草の やるせなさ こよ

ひは月も 出ぬさうな 」は有名だが、原詩「宵待草」は次のような詩であった。

遣る瀬ない釣り鐘草の夕の歌が あれあれ風に吹かれて来る

待てど暮らせど来ぬ人を 宵待草の心もとなき

想ふまいとは思へども 我としもなきため涙 今宵は月も出ぬさうな

花言葉：「移り気」「温和」「協調」「ほのかな恋」「浴後の美人」 (M）


